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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成30年６月27日に提出いたしました第111期（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）有価証券報告書の

記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

　

２ 【訂正事項】

　第一部　企業情報

　　第５　経理の状況

　　　１　連結財務諸表等

　　　　(1)連結財務諸表

　　　　　注記事項

　　　　　　関連当事者情報

 
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

第５ 【経理の状況】

１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

【注記事項】

【関連当事者情報】

１ 関連当事者との取引

（訂正前）

前連結会計年度(自　平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

該当事項はありません。
　

当連結会計年度(自　平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

該当事項はありません。

　

（訂正後）

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　前連結会計年度(自　平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有(被

所有)割合

(％)

関連当事者

との関係

取引の内

容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

（千円）

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社(当該会

社の子会社

を含む）

後藤商事㈱

(注１)　

名古屋市

昭和区
22,050

各種機械機

器及び関連

加工部品の

製造販売

(被所有)

直接 1.49

当社製品の

販売、役員

の兼任

当社製品

の販売

(注２、３)

45,215

受取手

形及び

売掛金

(注３)

7,191

販売手数

料の支払

(注２、３)

1,356
未払費

用

(注３)

953

 

（注１） 当社役員柳澤幸輝及びその近親者が議決権の過半数を所有しております。　
（注２） 製品の販売については、個別に見積書を提出し価格交渉の上、決定しております。販売手数料の支払につい

ては、両社が協議して決定した契約に基づいております。
（注３） 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

当連結会計年度(自　平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有(被

所有)割合

(％)

関連当事者

との関係

取引の内

容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

（千円）

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社(当該会

社の子会社

を含む）

後藤商事㈱

(注１)　

名古屋市

昭和区
22,050

各種機械機

器及び関連

加工部品の

製造販売

(被所有)

直接 1.49

当社製品の

販売、役員

の兼任

当社製品

の販売

(注２、３)

52,931

受取手

形及び

売掛金

(注３)

6,146

販売手数

料の支払

(注２、３)

1,587
未払費

用

(注３)

783

 

（注１） 当社役員柳澤幸輝及びその近親者が議決権の過半数を所有しております。　
（注２） 製品の販売については、個別に見積書を提出し価格交渉の上、決定しております。販売手数料の支払につい

ては、両社が協議して決定した契約に基づいております。
（注３） 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　前連結会計年度(自　平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

　　該当事項はありません。

　　

　　当連結会計年度(自　平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

　　該当事項はありません。
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